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工学部 構造工学科 﨑山 毅

ー教育、研究、社会貢献のことなどー

長崎大学において40年
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長崎大学の発展
・1949：新制大学・長崎大学の設置

学芸学部、経済学部、医学部、薬学部、水産学部、教養部
包括学校：

④長崎経済専門学校 （1944） ←長崎高等商業学校（1905）

②長崎高等学校（1947、長崎医科大学入学者の養成）

③長崎医科大学附属薬学専門部（1923）←長崎医学専門学校附属
薬学科（1901）←第五高等学校附属薬学科（1894）←第五高等中

学学校医学部薬学科 （1890）

①長崎医科大学（1923） ←長崎医学専門学校（1901）←長崎医
学校（1857、医学伝習所）

⑤長崎師範学校（1878） ← 教員仮師範所（1874）

⑥長崎青年師範学校 （1944） ← 県立実業補修学校教員養成所（1921）

・1966：教育学部（学芸学部の学部名変更）

・1966：工学部の設置

・1979：歯学部の設置

・1998：環境科学部の設置（教養部廃止）
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工学部設置の頃
・高度経済成長期：1950年中盤～1970年代前半。年率10％前

後の経済成長率を遂げた時期｡

1960.4：岡山大学工学部（入学定員610人、環境理工学部）

1963.4：埼玉大学工学部（440人）

1964.4：宇都宮大学工学部（385人）

1965.4：鳥取大学工学部（450人）

1966.4：長崎大学工学部（400人）、 佐賀大学理工学部（490人）
北見工業大学（410人）

1972.4：大分大学工学部（370人）

1955：西海橋（当時東洋一）

1962：日章丸（当時世界最大13万トン）、若戸大橋（東洋一）

1963：黒部ダム、名神高速道路

1964：東海道新幹線、 東京オリンピック

1962：出光丸（20.9万トン、巨大タンカー時代）

1968：霞ヶ関ビル（初の超高層36階 ）

1969：米アポロ11号月面着陸

1969.4：三重大学工学部（400人）
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工学部の発展
・1966：機械工学科（入学定員：40人）、電気工学科（40人）
・1967：構造工学科（40人）
・1969：土木工学科（40人）

・1970：材料工学科（40人）

・1972：工業化学科（40人）

・1976：電子工学科（40人） 、 大学院工学研究科

・1978：機械工学第二学科（40人）

・1988：電気情報工学科（ 125人、電気＋電子）
大学院海洋生産科学研究科

・1990：機械システム工学科（80人、機械＋機械第二）

・1998：電気電子工学科（80人）、情報システム工学科（50人）

・2000：大学院生産科学研究科（工学研究科、海洋生産科学研究科）

・1991：構造工学科（40人）、社会開発工学科（50人、土木工学科）
材料工学科（50人）、応用化学科（50人、工業化学科）
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構造工学科の設立
・構造工学科設立準備委員会

委員長 栗原 道徳 工学部長（元九州大学応用力学研究所長）
委 員 栖原 二郎 教授（九州大学工学部 造船学科）
委 員 山崎 徳也 教授（九州大学工学部 土木工学科）

委 員 富井 政英 教授（九州大学工学部 建築学科）

委 員 河島 佑男 教授（九州大学工学部 航空工学科）

・1968年4月：構造工学科専門教育開始

栖原 二郎 教授（併任教授、九州大学工学部 造船学科）

樗木 武 助教授（現 九州大学名誉教授）

崎山 毅 講師

修行 稔 助手

・1967年：設立、 4月：第1回生入学（1年間教養部）

・1968年4月：構造工学科メンバー

河野 和芳 技官

大串 悦子 事務職員

５



構造工学科の理念

建物，橋梁，自動車，プラント，船舶，航空機，宇宙構造物
などの構造物を造るために必要な理論，設計法，施工法な
どの基礎学を身につけ，幅広い《もの造り》に貢献できる技
術者を養成する。

・学科創設理念

・学科理念

長大スパン橋、超高層ビル、巨大船、超高速旅客機等に
代表される土木、建築、造船、航空等の各工学に共通す
る構造分野を、構造工学という新しい観点から統合体系
化する学科を創設し、構造技術者を養成する。
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選抜方法別大学入学者の割合（２００７年度）

公立大学 私立大学

８４．９％

７６．１％

４９．６％
４１．６

２１．３

１２．１
２．３ ０．８

１．４
１．２ ８．２ ０．６

一般選抜 推薦入学 ＡＯ入試 その他
社会人選抜、帰国子女等

国
立
大
学

長
崎
大
学７８．２％

１１．４

５．６
４．８
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選抜方法別大学入学者割合の変化（国公私立大学）

１９９６年度（その他：+ＡＯ） ２００７年度

７２．５％
５６．７％

３５．７％

２６．４％

１．１％ ６．９％ ０．６％

一般選抜 推薦入学 ＡＯ入試 その他
社会人選抜、帰国子女等
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高等教育制度の段階的移行： M．トロウ

段階 エリート型 マス（大衆化）型 ユニバーサル（普遍化）型

進学率 １５％まで １５～５０ ％ ５０％以上

高等教育
の機会

少数者の特権 相対的多数者の
権利

万人の義務

大学進学
の要件

制約的 準制約的 開放的（個人の選択意思）

マーチン・トロウ

２００７．３．２２逝去
『量的発展が質的変容をもたらす 』

１０

学生の選抜
原理

試験選抜（能力
主義）

能力主義＋教育
機会の均等化

万人のための教育保障＋
集団の達成水準の均等化

高等教育機
関の特色

同質性（共通
の高い基準）

多様性（多様な
レベルの水準）

極度の多様性（共通一定
水準の喪失）

学生の進学・
就学パターン

中等教育後進学
低いドロップアウト

ノンストレート進学・
ドロップアウト増加

成人・勤労学生の進学、職
業経験者の再入学が激増



高等教育制度の段階的移行： M．トロウ

段階 エリート型 マス（大衆化）型 ユニバーサル（普遍化）型

進学率 １５％まで １５～５０ ％ ５０％以上

社会と大
学の境界

明確な区分、閉
じられた大学

相対的に希薄化
開かれた大学

境界区分の消滅、大学と
社会の一体化

大学の管理者
アマチュアの大
学人の兼任

専任化した大学
人＋スタッフ

管理専門職

主要な教育
方法・手段

師弟関係重視・
ゼミナール制

非個別的な多人
数講義

ＴＶ・コンピュータ・通信機器
等の活用

１１

教育課程（カ
リキュラム）

剛構造的 剛構造的＋柔構
造的（弾力化）

非構造的（段階的学習方
法の崩壊）

高等教育
の目的観

人間形成 社会的知識・技
能の伝達

新しい広い経験の提供

高等教育の
主要機能

支配階級の精
神・性格の形成

専門家・社会の
指導者の育成

産業社会に適応し得る全
国民の育成



教育活動に対する責任

・少子化による１８歳人口の減少
・大学等への進学率の向上
・学生の多様化 ： 多様な能力・適性、 多様な入学前履修歴

社会の状況

教師に求められていること： 学生の卒業時における質の確保

・授業の改善（双方向授業、学生による授業評価の活用等）

・学期末試験のみでの成績評価の改善

・厳格な成績評価と進級・卒業認定

学生に求められていること ： 学習態度の改善
・授業への出席と能動的な受講態度（授業中の質問等）

授業前の準備学習（シラバスの活用等） 、授業後の復習
・授業時間外の自主的な学習

・高度な知的能力や専門性を必要とする業務の一層の増加

2単位：90時間の学習

１２

・授業時間外の学習指導 （シラバスによる情報提供、
オフィスアワー等）



・教育内容・方法の在り方を，更に見直していくことが必要

長崎大学の教育改善の取組

長崎大学の教育改革五点セット（1992）

①自己点検・評価

②カリキュラム改革

③シラバス（授業計画）の作成

④授業方法の改善

⑤学生による授業評価（授業に関する学生からの意見の
汲み上げ、Classroom Assessment）

・ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）

・履修科目の登録の上限設定： 2単位：90時間の学習、
年間45単位程度

・ティーチングアシスタント(TA)の活用

・卒論指導などでの少人数教育
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・担当科目：構造力学Ⅰ・Ⅱ、構造力学演習
構造工学セミナーＡ・Ｂ
テクノロジー入門Ｂ（全学教育）
構造力学特論Ⅰ・Ⅱ（修士課程）
構造物解析学特論、構造物安定特論Ⅰ （博士課程）

・構造力学Ⅰ・Ⅱ受講者
構造工学科：1571 人
社会開発工学科（土木工学科）1559 人

・卒業研究：188人（昭和45年度～平成17年度、1～36回）
・修士論文：39人（昭和52年度～平成19年度、1～31回）
・博士論文：主査：6件、 副査：18件
・研究生の受入：1件（海洋生産科学研究科研究生）
・日本学術振興会（ＪＳＰＳ）外国人特別研究員の受入：2件

黄美・燕山大学准教授、胡夏夏・浙江工業大学教授
・外国人客員研究員の受入：1件

馬秀琴・河北工業大学准教授

教育面の総括
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・アーチの振動・非線形挙動の解法に関する研究

・変断面梁・柱の解法に関する研究

・変厚板の振動・非線形挙動の解法に関する研究

・任意形曲線桁の動的応答に関する研究

・偏平シェルの振動・非線形挙動の解法に関する研
究
・数式処理プログラムによる不規則構造解析

・異形板の曲げ・振動の解法に関する研究

長崎大学における主たる研究テーマ

・不均質性を有する平板の曲げ・振動に関する研究
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不均一性を有する梁構造物
梁の基礎微分方程式：

GA

κQ
θ

dx

dy
,

EI

M

dx

dθ
m,Q

dx

dM
p,

dx

dQ
+=−=+==

梁構造物における不均一性、不連続性：

・荷重についての不均一性 ： 集中荷重、部分分布荷重等

・部材についての不均一性 ： 変断面等

・構造についての不均一性： 中間支点、ヒンジ断面等

yθ,M,Q,

弾性荷重法、3モーメント法、たわみ角法、伝達マトリックス法など
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微分方程式の解析解と離散解： 梁構造物
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微分方程式の解析解と離散解： 梁構造物

y(0)

θ(0)

M(0)

Q(0)

x＝0 x＝ｘ x＝Ｌ

i＝0 i＝i i＝m

0

0

0

0

y

θ

M

Q

離散解 Ｄｉｓｃｒｅｔｅ Ｓｏｌｕｔｉｏｎ

解析解 Ａｎａｌｙｔｉｃａｌ Ｓｏｌｕｔｉｏｎ

[ ] [ ]yθMQXXXX 4321 =

(x)M(0)f(x)Q(0)f(x)X p2p1p +=
(x)y(0)f(x)θ(0)f p4p3 ++

0p4i0p3i0p2i0p1ipi ・yd・θd・Md・ＱdX +++=

[ ] [ ]yθMQXXXX 4321 =
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アーチの基礎微分方程
式：

不均一性を有するアーチ構造物

0mQ
ds

dM
0,q

R

Q

ds

dN
0,p

R

N

ds

dN
=−−=+−=++

アーチ構造物における不均一性

・部材軸曲率半径R（ｓ）についての不均一性

円弧アーチ： 水圧荷重に対する平衡曲線、 R は一定

放物線アーチ： 等分布荷重に対する平衡曲線

カテナリー（懸垂線）アーチ： アーチ部材自重に対する平衡曲線

GA

κQ

R

w
θ

ds

du
,

EA

N

R

u

ds

dw
,

EI

M

ds

dθ
+−=+=−=

uw,θ,M,N,Q,
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微分方程式の離散解： アーチ構造物

[ ] [ ]uwθMNQXXXXXX 654321 =

0p6i0p5i0p4i ud・wd・θd +++
0p3i0p2i0p1ipi Md・Nd・ＱdX ++=

0
1

2
3

i

m

000 uwθ

000 MNQ

２０



平板の基礎微分方程式：

不均一性を有する平板構造物
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不均一性を有する平板

変厚板、異形板、斜板、有孔板、直交異方性板、積層板、不均質板

w,θ,θ,M,M,M,Q,Q xyxyxyxy
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不均一性を有する平板の変厚矩形板へのモデル
化
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1968

昭和43

1978

昭和53

1988

昭和63

1998

平成10

2008

平成20

アーチの振動・非線形挙動の解法に関する研究（20論文）

変断面梁・柱の解法に関する研究（12論文）

変厚板の振動・非線形挙動の解法に関する研究（21論文） 松田浩教授

任意形曲線桁の動的応答に関する研究（7論文） 川神雅秀博士

偏平シェルの振動・非線形挙動の解法に関する研究（13論文）
森田千尋
准教授

数式処理プログラムによる不規則構造解析（5論文） 河角省治博士

異形板の曲げ・振動の解法に関する研究（10論文） 黄美 博士

主たる共
同研究者

研究面の総括：長崎大学における主たる研究テーマ

不均質性を有する平板の曲げ・振動に関する研究 （９論文）馬秀琴准教授
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国立大学法人法に規定された大学法人の業務

（業務の範囲等）
第２２条 国立大学法人は、次の業務を行う。

１ 国立大学を設置し、これを運営すること。
２ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談

その他の援助を行うこと。
３ 当該国立大学法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同

して行う研究の実施その他の当該国立大学法人以外の者との
連携による教育研究活動を行うこと。

４ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を
提供すること。

５ 当該国立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を
促進すること。

６ 当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促進
する事業であって政令で定めるものを実施する者に出資すること。
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大学の第三の使命：社会貢献

第一の使命：教育（知の伝達） 第二の使命：研究（知の創造）

第三の使命：社会貢献（知の活用）

知的創造サイクル：産学連携による、発明等を活用した新事業等
創出のメカニズム

発明創出

大学

特許化

承認TLO

事業化・製品化

企業等

技術移転委託 ライセンシング

ロイヤリティ利益還元

①運営資金交付：年間に最高3,000万円の助成金（補助率2/3）
②特許料や審査請求手数料などの減額（1/2、法人化後3年間は免除）
③国有施設（大学施設）の無償使用
④特許実務担当者「特許流通アドバイザー」派遣
⑤教員等の承認TLOの役員兼業

国
か
ら
の
支
援
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研究成果の産業界への普及活用について

・発明や研究成果物などの知的財産は、職務発明規程
ににより、大学に帰属する。

・大学は、知的財産本部を設置し、知的財産のマネジメ
ンントを行う。

・知的財産本部は、ＴＬＯと連携して技術移転等を行い、
研研究成果の普及・活用を推進する。

第3条 職務発明に係る知的財産権は、本学に帰属する。
第4条 教員等は、産業財産権等に係る発明等を行ったと認めるときは、
その旨をその旨を速やかに知的財産本部に届出なければならない。

知的財産本部規則：第1条 本学における発明等の研究成果の評価及び
管理を行う管理を行うとともに、これらの研究成果を本学の知的財産とし
て組織的して組織的に保護育成及び活用することにより、社会の発展に
寄与するに寄与することを目的として、知的財産本部を置く。

中期計画：○成果の社会への還元に関する具体的方策
・達成された研究成果については，新たな産業の創出に寄与するため，

知知的財産本部・TLOの連携のもとに技術移転を行う。
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長崎大学発明等による社会貢献の仕組について

知的財産本部
・発明発掘
・知財管理
・知財規則整備
・企業兼業管理

共同研究交流センター
・共同研究等推進
・高度技術研修
・技術相談

産業界

連携

産学連携（リエゾン）

共同・受託研究等

長崎大学

発明の届出

知的財産委員会
・知財戦略

委員として参加

長崎TLO
・特許化手続き
・マーケティング

・特許管理

教員等

共同研究等の実施

業務委託

技術移転

特許庁
出願

相
互
補
完

利益相反委員会
・利益相反の審議
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長崎TLO社長（長崎大学客員教授等）

長崎TLO部門長（長崎大学教授等）

長崎TLO社員

・発明等の特許性・市場性調査

・発明等の評価・選別

・特許出願

・審査請求

・特許マーケティング

・特許ライセンシング

・収益の還元

・特許管理

・特許の再評価、他

長崎TLO 知的財産本部

知的財産本部長

知的財産本部専任教員

知的財産本部職員

・発明等の発掘・評価・管理

・知的財産の維持管理・費用

・知財データベースの作成・管理

・知財関係規則の整備・調整

・知的財産の広報

・知的財産の移転・譲渡・契約

・長崎TLOとの連携

・産学連携関係兼業の管理

・利益相反・責務相反の管理、他

知的財産本部と長崎TLOの連携

構
成
員

担
当
業
務
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業務提携

大学とＴＬＯの連携関係

内部組織型

関連企業型

業務提携型

ＴＬＯ

大学

大学

企業等

知財本部 ＴＬＯ
企業等

出資

大学

知財本部 ＴＬＯ
企業等

外部一体型
知財本部 ＴＬＯ

大学 企業等

３０



内部組織型
ＴＬＯ

大学 企業等

1.契約主体＝大学であり、知的財産権の帰属先と契約主体が

同じで分かりやすい。

2.大学が全てを管理できる。

1.大学が侵害訴訟の原告になるという訴訟リスクがある。

2.ＴＬＯ活動の自由度が低く、業務効率の悪化につなが

り、緊急な意思決定や契約が困難になる。

3.ＴＬＯにおける人材登用やインセンティブ制度の確立が困難

4.ライセンスの対価としてのエクイティ（持分権：株式等）の

取得ができない。

5.ＴＬＯの経営責任が大学におよぶ。

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト
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1.大学とＴＬＯの関係が明確

2.訴訟リスク等、大学の責任が低減

3.大学はＴＬＯの経営に対して影響力を持つことが出来る。

4.ＴＬＯに、ある程度の自由度とインセンティブを持たせる

ことが可能

5.ＴＬＯの人材登用等が容易

1.大学からＴＬＯへの権利移転に伴なう課税が発生

2.知財本部とＴＬＯの二重構造が発生しかねない。

3.大学もＴＬＯ経営責任と無縁ではない。

関連企業型
大学

知財本部 ＴＬＯ 企業等

出資

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト
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1.訴訟リスク等、大学の責任は最少

2. ＴＬＯの自由度は最も高い。ＴＬＯに独自のイン

センティブを持たせることができる。

3. ＴＬＯの人材登用等が容易

1.大学とＴＬＯの関係が最も希薄

2.ＴＬＯに対する大学のマネージメントが働きにくい。

3.ＴＬＯの経営が暴走した場合、大学は契約解除

しか手段がない。

4.知財本部とＴＬＯの二重構造が最も起こり得る

体制である。

業務提携型
大学

知財本部 ＴＬＯ
企業等

業務提携

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト
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長崎大学と長崎ＴＬＯの連携関係

1.訴訟リスク等、大学の責任は少い。

2. ＴＬＯの自由度は高い。ＴＬＯに独自のインセン

ティブを持たせることができる。

3. ＴＬＯの人材登用等が容易

4.大学はＴＬＯの経営に対して影響力を持つことができる。

5.ＴＬＯの緊急な意思決定や契約が可能

1.大学もＴＬＯ経 営責任と無関係ではない。

2. 知財本部とＴＬＯの二重構造が起こり得る体制である。

外部一体型
知財本部 ＴＬＯ

大学 企業等

特別会員

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト
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校
費
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機
関
帰
属

発明等の帰属の判断

発
明
等
創
出

発
明
等
の
報
告

知
的
財
産
本
部
・
知
的
財
産
室

発
明
等
登
録

職
務
発
明
等
審
査
委
員
会

職
務
発
明
に
該
当
の
有
無

職
務
発
明
等
に
該
当
す
る
場
合

該
当
し
な
い
場
合

個
人
帰
属

発
明
等
評
価
委
員
会

機
関
活
用
に
該
当
の
有
無

機
関
活
用
に
該
当
す
る
場
合

該
当
し
な
い
場
合

発
明
者
に
返
還

研
究
費
出
願

自
費
出
願

個
人
帰
属

機
関
帰
属
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51件

86件 82件

50

100

平成16年度 17年 18年

0

発明届 特許出願☆

22件

56件 40件

発明届数・特許出願数

発明届けと特許出願

医歯薬
工学

水産

環境
教育 その他

発明届の分野
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4件

30件

130万円

13件

1513万円
18件

15件

平成16年度 17年度 18年度

件数 金額

849万円

（オプションを含む、企業との共同出願を除く、MTAを除く）

00

27件

2266万円

19年10月1日迄

2000万円

1000万円

特許の活用状況：ライセンス件数・ロイヤリ
テ ティ金額 （累積）
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国内 外国 合計

1 名古屋大学 199,354   -           199,354  

2 岩手大学 47,630     -           47,630    

3 筑波大学 35,650     -           35,650    

4 北海道大学 20,087     -           20,087    

5 東京工業大学 17,695     300       17,995    

6 東北大学 8,756      2,211     10,967    

7 京都大学 9,246      568       9,814     

8 金沢大学 3,212      5,355     8,567     

9 岡山大学 7,434      -           7,434     

10 大阪大学 7,304      -           7,304     

11 東京大学 7,208      -           7,208     

12 長崎大学 6,470      -           6,470     

13 広島大学 6,356      -           6,356     

14 熊本大学 5,268      -           5,268     

15 九州工業大学 5,175      -           5,175     

16 奈良先端科学技術 2,100      2,970     5,070     

17 東京医科歯科大学 4,467      -           4,467     

18 東京農工大学 4,217      -           4,217     

19 静岡大学 2,600      -           2,600     

20 電気通信大学 2,050      -           2,050     

順
位

機関名
ライセンス収入

平成１７年度 国立大学法人 ライセンス収入 （大学単独特許）
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2

4

16年 17年 18年

長大発ベンチャー企業数（累積）

平成15年度

6

7
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・国家公務員法、人事院規則等の適用から労働基準法、労働組
合合法等の適用へ 就業規則の制定、労使協定の締結

１.国立大学の位置付け

・文部科学省が設置する国の行政機関から国立大学法人が
設 置す置する国の公的部門へ

２.職員の身分と労働条件の法的枠組み

・国家公務員から法人職員へ

３.給与制度

・給与法、人事院規則等の適用から準用へ

・給与、服務、退職金などの労働条件は、国家公務員の水準
水準を踏まえて、各国立大学法人が独自に制度設計

・人事院勧告に準拠した給与制度の変更

長崎大学の人事的環境（１）
４０



一般職員：Ａ（８＋、0５％）、Ｂ（６、２０％）、Ｃ（４）、Ｄ（２）、Ｅ（０）

４.昇給制度

・普通昇給と特別昇給を統合、昇給時期は年１回（１月１日）

・昇給区分：平成２３年１月完成時、それまでの抑制期間は－１

５.勤務実績の区分：勤勉手当関連

・勤務成績が特に優秀な者：５％程度

勤務成績が優秀な者：２５％程度

・その他：勤務成績が良好でない者、訓告を受けた者

長崎大学の人事的環境（２）

・以前の１号俸を４号俸に細分割

特定職員：Ａ（８＋、１０％）、Ｂ（６、３０％）、Ｃ（３）、Ｄ（２）、Ｅ（０）

５５才以上職員：半分程度の昇給幅

勤務成績が良好な者

戒告処分を受けた者
減給処分を受けた者、他

４１



・事務職員の時間外労働の厳正管理 ：事前届出に基づく命令制

６.事務職員の時間外労働
・時間外労働は、労基法の適用外から適用対象へ

・サービス残業の禁止、支払命令・罰則の適用

・１日の標準労働時間 ：8時間

・対象労働者の範囲 ：教授、准教授、講師（常勤）、助教、助手

・精算期間：毎月1日から月末までの１ヶ月

・所定勤務時間： ８時間×１ヶ月の所定勤務日数

・コアタイム：授業及び診療に従事する時間帯

・フレキシブルタイム：午前7時～午後10時
・時間外勤務：「突発的に生じた業務で時間外勤務を必要とする
と とき」以外は、命じることができない。

長崎大学の人事的環境（３）

労使協定の締結内容

４２

７.教育職員のフレックスタイム制：労働者自身が一定の定められ
た た時間帯の中で、始業及び終業の時刻を決定



・大学への貢献度に応じたインセンティブ付与制度の充実

②学長のリーダーシップの下で大学運営を機動的・戦略的に
進進めるために一定の教員数を学長の下に確保する。

８.長崎大学の中期目標・計画にみる人事の主要方針（１）

・学長の下での教育職員定数の管理

①適切な教育改善と育成すべき研究を推進するために、重
点点的資源配分を行う全学的体制作りを進める。

長崎大学の人事的環境（４）

③高度で個性的な教育研究を発展させるために、弾力的かつ
柔柔軟な人材の配置と，資源の重点配分を推進する。

①評価対象：教育、学術・研究、社会貢献、組織運営、（医療）

②客観的な評価方法に基づいて評価を行う。

インセンティブ付与のための教員人事評価の基本方針：４８評議会

③各部局において評価方法を定める。

④インセンティブ付与の時期：昇給区分の決定時、勤勉手当
に における勤務実績の区分の決定時

４３



・多様な人事制度の構築：職務の見直しと有期雇用制度の活用

①外部資金等を活用した教職員の採用 ：有期雇用

②社会貢献活動を容易にするために人事制度、変形労働時
間間制等を検討 ：教育・研究を主担当しない教員等

・流動性のある人事制度：任期制、公募制の徹底

長崎大学の人事的環境（５）
９.長崎大学の中期目標・計画にみる人事の主要方針（２）

１０－１.国の総人件費改革への長崎大学の対応

・長崎大学：平成２１年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。

・行政改革推進法（平成１８．６）：平成１８年度以降の５年間で、１７年

年度人件費の５％以上の削減に取組まなければならない。

・行政改革：「小さくて効率的な政府」を実現し、財政の健全化を図
図 る と と も に 、 行 政 に 対 す る 信 頼 性 の 確 保 を 図 る 。 図
行政のスリム化、効率化を一層徹底する。

・１７年度人件費：１６９億円、中期計画期間中削減額：６．８億円

４４



長崎大学の人事的環境（６）

１０－２.国の総人件費改革への長崎大学の対応

・人件費削減の当面方策：人員管理（削減）による人件費削減

４年間で１１３人削減、教育職員：４５人、教育職員以外：６８人

必要削減数：９０人、学長の戦略的・機動的活用数：２３人

教育（７、１）、経済（３、１）、工学（４、４）、環境（２、１）

水産（２、２）、生産（１、＊）、医歯薬（１５、６）、熱研（２、０）

病院（６、４０）、センタ－・事務局（２、１２）、学長（１、１）

・人件費管理の将来的方策：ポイント管理による教員人件費管理

②部局ポイント総数の範囲内で、教員の職種及び数の柔軟な
運運用が可能

①教員人件費について、より正確な管理が可能

③恒常的運用の可能性が不透明：職員待遇の将来見通しな
ど
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職種別ポイント

教 授：1.000

助教授：0.798

講 師：0.748

助 手：0.604

教員配置定数

教授 助教授 講師 助手

教育 58 30 0 0

経済 47 27 1 0

医学 46 53 16 51

保健 24 13 0 18

歯学 19 19 0 61

薬学 15 15 0 12

工学 40 39 1 24

環境 26 23 0 0

水産 22 18 0 4

熱研 12 10 0 17

生産 11 11 0 11

センタ 23 15 0 2

学長 1 5 1 8

部局等ポイント総数

教育 81.940

経済 69.294

医学 131.066

保健 45.246

歯学 71.006

薬学 34.218

工学 86.366

環境 44.354

水産 38.780

熱研 30.248

生産 26.422

センタ 36.178

学長 10.570

部局等人件費積算額

教育 856,027,180

経済 723,914,418

医学 1,369,246,502

保健 472,684,962

歯学 741,799,682

薬学 357,475,446

工学 902,265,602

環境 463,366,238

水産 405,134,660

熱研 316,000,856

生産 276,030,634

センタ 377,951,566

学長 110,424,790

≧

部
局
等
現
員
ポ
イ
ン
ト
総
数

≧

部
局
等
人
件
費
所
要
額

教員人件費のポイント方式管理のイメージ図

毎年度、部局等に提示 毎年度、部局等に提示

学長による三重の人件費等管理

部局等の三重の責務

大学経営上のメリット：教員人件費について、より正確な管理が可能

部局等のメリット：ポイント総数の範囲内で、教員の職種及び数の柔軟な運用が可能

毎
年
度
の
職
員
数

2,222

部局等に状況提示

退職金措置
対象者数

≧
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１１.ハラスメント苦情について

・各国立大学でハラスメント・トラブルの増加傾向：文部科学省

・ハラスメント防止委員会（平成１８年４月設置）への苦情申立
平 平成１８年度：１５件、１９年度：７件

長崎大学の人事的環境（７）

・ハラスメント問題対応における現在の問題点

①一方的思い込みによる苦情申立 → 未然防止法など

②ハラスメントが無かったと認定された場合の被申立者に残
るる精神的苦痛 → 救済措置など

③ハラスメント防止委員会の判断・措置に対する異議申立の
方方法 → 学外機関の活用など
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ハラスメント苦情相談への対応の流れ①

相
談
者

相
談
員
・
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

３
．
相
談
記
録
書
の
作
成

１
．
苦
情
相
談

２
．
指
導
・
助
言

４
．
報
告

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
委
員
会
・
委
員
長

学
長

・相談員等の指導・助言により問題が解決した場合
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ハラスメント苦情相談への対応の流れ②

相
談
者

相
談
員
・
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

４
．
相
談
記
録
書
の
作
成

１
．
苦
情
相
談

２
．
指
導
・
助
言

５
．
報
告

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
委
員
会
・
委
員
長

学
長

・相談員等が対処することが困難と判断した場合

３
．
苦
情
申
立
か
調
停
申
立
か
の
確
認

緊急対応協議
担当理事
部局長等

６．緊急対応要請

７．必要時調査依頼

部局長等

報告
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ハラスメント苦情相談への対応の流れ③

・「学生何でも相談室」のハラスメント苦情相談の場合

学
生
等
の
相
談
者

相
談
員
・
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・
イ
ン
テ
ー

カ
ー

１
．
苦
情
相
談

２
．
指
導
・
助
言

４
．
報
告

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
委
員
会
・
委
員
長

３
．
報
告

学
生
何
で
も
相
談
室
長

教
育
担
当
理
事

①
又
は
②
の
対
応
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終わりに

１８５３：ペリー率いる四隻の黒船、浦賀沖に。

１８５５～１８５７：第１次海軍伝習

１８５５：長崎海軍伝習所（江戸幕府が海軍士官養成のため
長 長崎に設立した教育機関）

１８５６～１８５８：第２次海軍伝習

１８５７～１８５９：第３次海軍伝習

１８５７：医学伝習所 、軍医ポンペ・ファン・メーデルフォールト

蒸気機関学、造船学、数学、物理、化学、分析学等

１８５７：長崎製鉄所 、海軍士官 ヘンドリック・ハルデス
→ 我国近代工業の発祥 → 三菱長崎造船所

→ 我国近代西洋医学の発祥 → 長崎大学医学部

１９６６：長崎大学工学部の設置
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長崎大学の発展と、皆様の御健勝

御発展を祈念致します。

長い間の御厚誼に感謝致します。

ありがとうございました。
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